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第３節

地産地消の推進

地域で生産したものを地域で消費する地産
地消の取組は、消費者に「顔が見え、話がで
きる」関係で地場産物を購入する機会を提供
し、食料自給率の向上や農山漁村の活性化を
図る上で重要な取組である。また、農山漁村
の６次産業化（生産・加工・販売の一体化等）
にもつながる取組である。
直売所や量販店での地場産物の販売、学校

や病院・福祉施設の給食、外食・中食産業や
食品加工業での地場産物の利用などにより、
消費者は身近な場所で作られた新鮮な地場産
物や地場産物を使った料理を食べることがで
き、また、農林水産業を身近に感じる機会が
得られ、「食」や「農林水産業」についての
理解が深まることが期待される。
なお、地産地消については「地域資源を活

用した農林漁業者等による新事業の創出等及
び地域の農林水産物の利用促進に関する法
律」が平成２２年１２月に公布され、本法律に地
域の農林水産物の利用の促進に関する基本的
な理念や農林水産大臣による基本方針の策定
等について規定された。今後、同法に基づく
地方公共団体による促進計画の策定が進めら
れていくこと等により、地産地消の一層の推
進を図っていくことが期待される。
農林水産省では、直売所を中心とした取組

の推進や、学校給食や企業の食堂における地
場産物の活用の推進等を図るため、平成２２年
度に次のような取組を行った。
① ウェブサイトによる地産地消に関する
情報提供、メールマガジンの配信のほ
か、学校給食での地場産物の利用拡大な
どをテーマとしたセミナーの開催等によ

り全国的な取組の推進を図った。
② 地産地消の取組に必要な直売施設や農
産物加工施設の整備のほか、関係者が一
丸となって地産地消に取り組む地域に対
する支援を行った。

③ 全国地産地消推進協議会の主催による
「全国地産地消推進フォーラム２０１１」が
平成２３年２月に開催され、地産地消の優
良活動事例に対する農林水産大臣賞等の
表彰と受賞団体による事例発表が行われ
た。

④ また、地域の取組を進める人材の確保
が重要であることから、地場産物の安定
供給体制の構築など地域の農林水産物の
生産、販売、消費をつなぐ中心的な役割
を果たし、今後、各地の地産地消の更な
る発展のために活躍が期待される方々を
「地産地消の仕事人」として選定した。
平成２０年度からの３年間で地場産物の直
接販売に取り組む農林漁業関係者や料理
人、栄養教諭など１３１名が選定されてい
るほか、「地産地消の仕事人」の活動状
況に関する情報提供や現地派遣等を行っ
た。

⑤ 学校給食などにおける地場産物の利用
を拡大するため「地産地消給食等メ
ニューコンテスト」を実施し、学校給
食・社員食堂、外食・弁当などにおいて
地場産食材を安定的に確保・利用してい
る１２件の優れた地産地消メニューを農林
水産大臣賞等として選定・表彰した。ま
た、学校給食における地場産物の原材料
費の助成等を行う事業を実施した。
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栃木県宇都宮市で提供されている地産地消弁当
（地産地消給食等メニューコンテスト受賞事例）
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また、「食品循環資源の再生利用等の促進
に関する法律」（平成１２年法律第１１６号。以下
「食品リサイクル法」という。）の再生利用
事業計画（食品リサイクル・ループ）の認定
制度の活用等により、食品関連事業者、リサ
イクル業者、農業者等の３者が連携し、地域
で発生した食品循環資源を肥料や飼料として
再生利用し、これにより生産された農産物を
地域において利用する取組も進んでいる。
環境省では、こうした取組を推進するた

め、平成２２年度には全国の４箇所で食品リサ
イクル・ループの説明会を実施し、先行事例
の紹介や現場の見学会を行った。

バイオマス利用と食品リサ
イクルの推進

１ バイオマスの総合利用

バイオマスは、動植物から生まれた再生可
能な資源であり、家庭やレストラン等から出
る生ゴミや家畜排せつ物などのように我々の
身近に豊富に存在している。バイオマスを利
用することは、循環型社会を形成し、地球温
暖化の防止に役立つほか、新たな産業の育成
や農山漁村の活性化につながるものである。
バイオマスの総合的・計画的な活用に向け

て、政府は、平成２２年１２月に、「バイオマス
活用推進基本法」（平成２１年法律第５２号）に
基づき、「バイオマス活用推進基本計画」を
閣議決定した。
バイオマス活用推進基本計画においては、

平成３２年までに国が達成すべき目標として、
①６００市町村において市町村バイオマス活用
推進計画を策定すること、②バイオマスを活
用する約５千億円規模の新産業を創出するこ
と、③炭素換算で年間約２，６００万トンのバイ
オマスを活用すること、等を掲げており、こ
れらの目標の達成に向けて政府が講ずべき施
策についての基本的な方針等を示している。
バイオマスは通常、広く薄く存在している

ことから、その活用を推進するためには、地
域分散型の利用システムを構築することが重
要である。
地域が主体となってバイオマスを活用する

取組としては、食品廃棄物を豚の飼料として
再利用し、生産される畜産物をブランド化し
て販売する取組や、休耕田で菜種を栽培し、
食用油として利用した後の廃食用油を集めて
バイオディーゼル燃料を製造するいわゆる


